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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関の運転負荷を検知する運転負荷検知手段と、
　ポート噴射用インジェクタと、
　筒内噴射用インジェクタと、
　前記ポート噴射用インジェクタから噴射すべきポート噴射燃料量と、前記筒内噴射用イ
ンジェクタから噴射すべき筒内噴射燃料量の基準値とを、前記運転負荷に基づいて所定の
噴射量算出タイミングにおいて算出する噴射量算出手段と、
　前記ポート噴射用インジェクタから前記ポート噴射燃料量を噴射させるためのポート噴
射を、筒内噴射に先立って開始するポート噴射制御手段と、
　前記噴射量算出タイミングの後、筒内噴射により噴射される燃料量を変更し得る反映限
界タイミングまでに内燃機関の運転負荷の変化が検知された場合に、その変化に対応する
燃料補正量を算出する燃料補正量算出手段と、
　前記基準値と前記燃料補正量とに基づいて決められる筒内噴射燃料量を前記筒内噴射用
インジェクタから噴射させるための筒内噴射を、前記ポート噴射の開始に遅れて実行する
筒内噴射制御手段と、
　を備えることを特徴とする内燃機関の燃料噴射制御装置。
【請求項２】
　前記筒内噴射は、前記基準値がゼロでない値に算出された場合に、その基準値を筒内噴
射するための通常筒内噴射を含み、
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　前記筒内噴射制御手段は、前記通常筒内噴射により噴射される燃料量を変更し得る限界
点として前記反映限界タイミングより前の時点に定められた限界タイミング以前に内燃機
関の運転負荷の変化が検知された場合に、その変化に対応する前記燃料補正量分だけ、前
記通常筒内噴射により噴射される燃料量に増減を施す通常筒内噴射量補正手段を含むこと
を特徴とする請求項１記載の内燃機関の燃料噴射制御装置。
【請求項３】
　前記筒内噴射は、前記基準値がゼロでない値に算出された場合に、その基準値を筒内噴
射するための通常筒内噴射を含み、
　前記筒内噴射制御手段は、前記通常筒内噴射により噴射される燃料量を変更し得る限界
点として前記反映限界タイミングより前の時点に定められた限界タイミングより後、前記
反映限界タイミングまでの間に内燃機関の運転負荷の増加が検知された場合に、その増加
に対応する前記燃料補正量を、前記通常筒内噴射のための期間の後に筒内噴射する筒内噴
射増量手段と、
　を含むことを特徴とする請求項１または２記載の内燃機関の燃料噴射制御装置。
【請求項４】
　前記筒内噴射制御手段は、前記筒内噴射燃料量の基準値がゼロとして算出された後に内
燃機関の運転負荷の増加が検知された場合に、その増加に対応する前記燃料補正量を、前
記ポート噴射に遅れて筒内噴射するための増加時筒内噴射手段を含むことを特徴とする請
求項１乃至３の何れか１項記載の内燃機関の燃料噴射制御装置。
【請求項５】
　前記噴射量算出手段は、
　内燃機関の負荷の変化状況に基づいて、吸気ポートから筒内に流入する現実の燃料量と
、その燃料量の理想値との偏差を推定するポート燃料差推定手段と、
　前記偏差が相殺されるように前記筒内噴射燃料量の基準値に増減を施す基準値補正手段
と、
　を備えることを特徴とする請求項１乃至４の何れか１項記載の内燃機関の燃料噴射制御
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、内燃機関の燃料噴射制御装置に係り、特に、吸気ポートに燃料を噴射する
ためのポート噴射用インジェクタと、筒内に燃料を噴射するための筒内噴射用インジェク
タとを備える内燃機関の燃料噴射制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えば特開２００３－１３７８４号公報に開示されるように、吸気ポートに燃料
を噴射するためのポート噴射用インジェクタと、筒内に燃料を噴射するための筒内噴射用
インジェクタとを備える内燃機関が知られている。上記従来の内燃機関は、特定の運転条
件下では、ポート噴射用インジェクタによるポート噴射と、筒内噴射用インジェクタによ
る筒内噴射とを併用して、筒内に均質な混合気を導入しつつ、点火プラグの近傍に燃料濃
度の高い層を形成する。このような燃料噴射の手法によれば、混合気の空燃比をリーンに
制御しつつ、筒内に安定した燃焼を生じさせることができる。以下、このような内燃機関
を「デュアルインジェクタタイプの内燃機関」と称す。
【０００３】
　デュアルインジェクタタイプの内燃機関において、ポート噴射と筒内噴射を併用する場
合には、両者の噴射比率を適正値に制御することが必要である。このため、上記従来の内
燃機関は、ポート噴射が開始される直前の所定の噴射量算出タイミングにおいて、ポート
噴射燃料量と筒内噴射燃料量とを同時に決定することとしている。その後、従来の内燃機
関は、決定されたポート噴射燃料量と筒内噴射燃料量とが実現されるように、ポート噴射
用インジェクタと筒内噴射用インジェクタとを順次駆動する。このような制御手法によれ
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ば、吸気ポートおよび筒内に適正な比率で燃料を噴射することが可能であり、リーン空燃
比で安定した燃焼を得ることができる。
【０００４】
【特許文献１】特開２００３－１３７８４号公報
【特許文献２】特開平１１－１８２２８３号公報
【特許文献３】特開平５－２３１２２１号公報
【特許文献４】特開平１１－３０３６６９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記従来の内燃機関では、ポート噴射燃料量と筒内噴射燃料量が、機関
サイクル毎に１回、ポート噴射の開始直前に１回算出されるだけである。このため、内燃
機関の負荷変化がその算出の後に生じ、或いは検知された場合には、次の機関サイクルま
で負荷変化の内容が燃料噴射量に反映されないこととなる。より具体的には、上記従来の
内燃機関においては、ポート噴射の直前（吸気行程の開始前）に燃料噴射量が算出された
後、現実に吸気がなされる段階で負荷（吸入空気量）に変化が生じても、その変化は燃料
噴射量には反映されない。
【０００６】
　内燃機関の負荷変化が燃料噴射量に反映されなければ、内燃機関のトルクにも大きな変
化は生じない。この点、上記従来の内燃機関は、負荷変化に対するレスポンスに関して、
更なる改善の余地を残すものであった。
【０００７】
　この発明は、上述のような課題を解決するためになされたもので、負荷変化に対して優
れたレスポンスを実現することのできる内燃機関の燃料噴射制御装置を提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　第１の発明は、上記の目的を達成するため、内燃機関の燃料噴射制御装置であって、
　内燃機関の運転負荷を検知する運転負荷検知手段と、
　ポート噴射用インジェクタと、
　筒内噴射用インジェクタと、
　前記ポート噴射用インジェクタから噴射すべきポート噴射燃料量と、前記筒内噴射用イ
ンジェクタから噴射すべき筒内噴射燃料量の基準値とを、前記運転負荷に基づいて所定の
噴射量算出タイミングにおいて算出する噴射量算出手段と、
　前記ポート噴射用インジェクタから前記ポート噴射燃料量を噴射させるためのポート噴
射を、筒内噴射に先立って開始するポート噴射制御手段と、
　前記噴射量算出タイミングの後、筒内噴射により噴射される燃料量を変更し得る反映限
界タイミングまでに内燃機関の運転負荷の変化が検知された場合に、その変化に対応する
燃料補正量を算出する燃料補正量算出手段と、
　前記基準値と前記燃料補正量とに基づいて決められる筒内噴射燃料量を前記筒内噴射用
インジェクタから噴射させるための筒内噴射を、前記ポート噴射の開始に遅れて実行する
筒内噴射制御手段と、
　を備えることを特徴とする。
【０００９】
　また、第２の発明は、第１の発明において、
　前記筒内噴射は、前記基準値がゼロでない値に算出された場合に、その基準値を筒内噴
射するための通常筒内噴射を含み、
　前記筒内噴射制御手段は、前記通常筒内噴射により噴射される燃料量を変更し得る限界
点として前記反映限界タイミングより前の時点に定められた限界タイミング以前に内燃機
関の運転負荷の変化が検知された場合に、その変化に対応する前記燃料補正量分だけ、前
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記通常筒内噴射により噴射される燃料量に増減を施す通常筒内噴射量補正手段を含むこと
を特徴とする。
【００１０】
　また、第３の発明は、第１または第２の発明において、
　前記筒内噴射は、前記基準値がゼロでない値に算出された場合に、その基準値を筒内噴
射するための通常筒内噴射を含み、
　前記筒内噴射制御手段は、前記通常筒内噴射により噴射される燃料量を変更し得る限界
点として前記反映限界タイミングより前の時点に定められた限界タイミングより後、前記
反映限界タイミングまでの間に内燃機関の運転負荷の増加が検知された場合に、その増加
に対応する前記燃料補正量を、前記通常筒内噴射のための期間の後に筒内噴射する筒内噴
射増量手段と、
　を含むことを特徴とする。
【００１１】
　また、第４の発明は、第１乃至第３の発明の何れかにおいて、前記筒内噴射制御手段は
、前記筒内噴射燃料量の基準値がゼロとして算出された後に内燃機関の運転負荷の増加が
検知された場合に、その増加に対応する前記燃料補正量を、前記ポート噴射に遅れて筒内
噴射するための増加時筒内噴射手段を含むことを特徴とする。
【００１２】
　また、第５の発明は、第１乃至第４の発明の何れかにおいて、
　前記噴射量算出手段は、
　内燃機関の負荷の変化状況に基づいて、吸気ポートから筒内に流入する現実の燃料量と
、その燃料量の理想値との偏差を推定するポート燃料差推定手段と、
　前記偏差が相殺されるように前記筒内噴射燃料量の基準値に増減を施す基準値補正手段
と、
　を備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　第１の発明によれば、ポート噴射用インジェクタと筒内噴射用インジェクタとを備える
内燃機関において、噴射量算出タイミングの後に内燃機関の運転負荷が変化した場合に、
その変化に対応する燃料補正量を算出することができる。そして、その燃料補正量を筒内
噴射燃料量に反映させることにより、負荷の変化を迅速に燃料噴射量に反映させることが
できる。このため、本発明によれば、内燃機関のレスポンスを高めることができる。
【００１４】
　第２の発明によれば、内燃機関の運転負荷の変化が、噴射量算出タイミングの後、通常
筒内噴射により噴射される燃料量を変更し得る限界タイミング以前に検知された場合に、
通常筒内噴射により噴射される燃料量を増減することができる。この場合、運転負荷が増
えた場合、および減った場合の双方において、運転負荷の変化を燃料噴射量に反映させる
ことができる。
【００１５】
　第３の発明によれば、通常筒内噴射により噴射される燃料量を変更し得る限界タイミン
グより後に内燃機関の運転負荷の増加が検知された場合に、通常筒内噴射の後に、その増
加に対応する燃料補正量を筒内噴射することができる。このため、本発明によれば、加速
時のレスポンスを高めることができる。
【００１６】
　第４の発明によれば、噴射量算出タイミングにおいて筒内噴射燃料量の基準値がゼロと
算出された場合でも、その後に内燃機関の運転負荷の増加が検知された場合には、その増
加に対応する燃料補正量を筒内噴射することができる。このため、本発明によれば、加速
時のレスポンスを高めることができる。
【００１７】
　第５の発明によれば、内燃機関の負荷の変化状況に基づいて、吸気ポートから筒内に流
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入する現実の燃料量と、その燃料量の理想値との偏差を推定することができる。そして、
その偏差が相殺されるように筒内噴射燃料量の基準値に増減を施すことができる。この場
合、ポート噴射された燃料の輸送遅れに起因する筒内流入燃料量の誤差分を筒内噴射燃料
量で補償することができる。このため、本発明によれば、過渡時における燃料噴射量を精
度良く制御することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
実施の形態１．
［実施の形態１のシステム構成］
　図１は、本発明の実施の形態１の構成を説明するための図である。図１に示すように、
本実施形態のシステムは、内燃機関１０を備えている。内燃機関１０には、吸気ポート１
２および排気ポート１４が連通している。吸気ポート１２と内燃機関１０の筒内空間との
間、および排気ポート１４と内燃機関１０の筒内空間との間には、それぞれ吸気弁１６お
よび排気弁１８が配置されている。
【００１９】
　内燃機関１０には、また、点火プラグ２０、および筒内噴射用インジェクタ（DInj）２
２が組み付けられている。点火プラグ２０の先端は、筒内空間のほぼ中央に露出している
。一方、筒内噴射用インジェクタ２２の先端は、筒内空間の中央方向に向けられている。
内燃機関１０のピストン２４には、その上面にキャビティ２６が設けられている。筒内噴
射用インジェクタ２２から、所定のタイミングで燃料が噴射されると、噴射された燃料が
キャビティ２６の壁面で反射して、点火プラグ２０の先端部近傍にガス層を形成する。こ
のため、筒内噴射用インジェクタ２２によれば、点火プラグ２０の近傍にのみリッチな混
合気を発生させて、少ない燃料量で安定燃焼を確保する運転、つまり、いわゆる成層運転
を実現することができる。
【００２０】
　吸気ポート１２には、ポート噴射用インジェクタ２８が組み付けられている。ポート噴
射用インジェクタ２８によれば、吸気ポート１２の内部に燃料を噴射することができる。
そして、吸気ポート１２に燃料を噴射すれば、濃度の均質な混合気を筒内に吸入させるこ
とができる。本実施形態のシステムは、特定の運転領域において、ポート噴射用インジェ
クタ２８を用いたポート噴射と、筒内噴射用インジェクタ２２を用いた筒内噴射とを組み
合わせた燃料噴射を行うことにより、少ない燃料で安定した運転を実現することができる
。
【００２１】
　吸気ポート１２の上流には、スロットルバルブ３０が設けられている。内燃機関１０の
吸入空気量Gaは、スロットルバルブ３０の開度に応じて増減する。スロットルバルブ３０
は、アクセルペダル３２と連動して作動するため、吸入空気量Gaは、アクセル操作により
調整することができる。
【００２２】
　図１に示すように、本実施形態のシステムは、ECU(Electronic Control Unit)４０を備
えている。ECU４０には、クランク角センサ４２、回転数センサ４４およびエアフロメー
タ４６などのセンサが接続されている。ECU４０は、それらのセンサ出力に基づいて、内
燃機関１０のクランク角CA、機関回転数NE、および吸入空気量Gaなどを検知することがで
きる。ECU４０には、また、上述した筒内噴射用インジェクタ２２およびポート噴射用イ
ンジェクタ２８が接続されている。ECU４０は、各種センサにより検出した内燃機関１０
の運転状態に基づいて、適正なポート噴射燃料量、および適正な筒内噴射燃料量が生ずる
ように、それらのインジェクタ２２，２８を駆動することができる。
【００２３】
［実施の形態１における燃料噴射パターン］
　本実施形態のシステムでは、内燃機関１０の運転状態に応じて、ポート噴射と筒内噴射
を組み合わせた燃料噴射（「ポート・筒内噴射」と称す）や、ポート噴射のみの燃料噴射
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などが適宜選択される。以下、図２を参照して、本実施形態のシステムにおいて用いられ
る燃料噴射のパターンについて説明する。
【００２４】
　図２（Ａ）は、噴射量算出タイミングにおいて、ポート・筒内噴射が要求され、その後
、ポート噴射期間中に内燃機関１０の運転負荷（つまり、吸入空気量Ga）の変化が検知さ
れた場合の噴射パターンを説明するための図である。図２（Ａ）中に「噴射量算出タイミ
ング」として示す時点は、内燃機関１０において、ポート噴射燃料量および筒内噴射燃料
量が算出される時点である。
【００２５】
　本実施形態では、個々の気筒において爆発・膨張行程が開始される直前の所定時点が気
筒毎の噴射量算出タイミングと定められている。ECU４０は、その時点で、内燃機関１０
の運転状態に応じた燃料噴射量を算出し、更に、その燃料噴射量が既定のルールでポート
噴射と筒内噴射に分配されるように、ポート噴射燃料量と筒内噴射燃料量とを算出する。
以下、このタイミングで算出される筒内噴射燃料量を特に「筒内燃料噴射量の基準値」と
称することとする。
【００２６】
　筒内燃料噴射量の基準値は、ポート噴射のみを行うべき領域では、ゼロとして算出され
るものとする。図２（Ａ）に示す例は、ポート・筒内噴射を行うべき領域でのパターン例
であるため、ここでは、噴射量算出タイミングにおいて、筒内燃料噴射量の基準値がゼロ
でない値として算出される。
【００２７】
　図２（Ａ）に示すように、本実施形態のシステムでは、概ね爆発・膨張行程および排気
行程行われるべき期間（圧縮上死点から排気上死点までの３６０CA°の期間）がポート噴
射期間として定められている。ECU４０は、内燃機関１０の運転状態に応じて、そのポー
ト噴射期間中の適当な時点をポート噴射時期と決定する。そして、上記の如く算出された
ポート噴射燃料量を、そのポート噴射時期においてポート噴射用インジェクタ２８から噴
射させる。
【００２８】
　また、本実施形態のシステムでは、概ね吸入工程が行われるべき期間（排気上死点から
吸入下死点までの１８０CA°の期間）が通常筒内噴射期間として定められている。ECU４
０は、内燃機関１０の運転状態に応じて、その通常筒内噴射期間中の適当な時点を通常筒
内噴射時期と決定する。そして、上記の如く算出された筒内燃料噴射量の基準値を筒内噴
射用インジェクタ２２から噴射させるための通常筒内噴射を、その通常筒内噴射時期にお
いて開始する。
【００２９】
　ECU４０は、噴射量算出タイミングの後でも、通常筒内噴射が開始される直前までは、
通常筒内噴射により噴射すべき燃料量を補正することができる。以下、その補正が可能な
時期の限界点を「限界タイミング」と称す。図２（Ａ）に示す例では、その限界タイミン
グより早い時期に負荷変化が検知されているため、通常筒内噴射により噴射すべき燃料量
を、その負荷の変化に対応させて補正することが可能である。そして、そのような補正を
行うこととすれば、噴射量算出タイミングの後に生じた負荷の変化を、今回の機関サイク
ルで噴射される燃料の総量に反映させることができ、内燃機関１０のレスポンスを高め、
かつ、空燃比の制御精度を高めることができる。
【００３０】
　そこで、本実施形態のシステムは、図２（Ａ）に示すように、噴射量算出タイミングの
後、限界タイミング以前に内燃機関１０の運転負荷が変化した場合には、筒内燃料噴射量
の基準値に、その負荷の変化（増減）に応じた増減補正を施すこととした。図２（Ａ）中
に「噴射量増量・減量補正」として示したタイミングは、その補正が行われる時期を例示
したものである。本実施形態のシステムでは、以上のような補正が行われるため、噴射量
算出タイミングの後、限界タイミング以前に検知されるような負荷変化が生じた場合に、
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優れたレスポンスを示すことができ、また、高い空燃比制御精度を維持することができる
。
【００３１】
　通常筒内噴射により噴射される燃料量を補正することによれば、噴射量算出タイミング
において算出された総燃料噴射量を増やすことも減らすこともできる。このため、図２（
Ａ）に示す噴射パターンによれば、噴射量算出タイミングの後に運転負荷が増加方向に変
化しても、また、減少方向に変化しても、当該負荷の変化が生じた機関サイクルにおいて
、変化後の負荷に適合する燃料量を噴射することが可能である。従って、図２（Ａ）に示
す噴射パターンは、負荷が増加する場合、および減少する場合の双方に対して有用である
。
【００３２】
　図２（Ｂ）は、噴射量算出タイミングにおいて、ポート・筒内噴射が要求され、その後
、通常筒内噴射の開始後（限界タイミングの後）に内燃機関１０の運転負荷の増加が検知
された場合の噴射パターンを説明するための図である。内燃機関１０の負荷変化が、限界
タイミングの後に検知された場合は、通常筒内噴射によって噴射される燃料量に、その変
化を反映させることはできない。
【００３３】
　しかしながら、通常筒内噴射は吸入行程中に終了するため、その噴射の終了後、点火が
行われるまでには、筒内噴射を再度実行するのに十分な時間が存在する。そして、その時
間を利用して再度の筒内噴射を行うこととすれば、当該機関サイクルにおける総燃料噴射
量を、噴射量算出タイミングにおいて算出された総燃料量から増量側に補正することは可
能である。
【００３４】
　つまり、内燃機関１０の負荷が限界タイミングの後に変化した場合であっても、その変
化が、点火時期から逆算して筒内噴射が実行可能な時期に検知されたような場合は、その
機関サイクルにおける総燃料噴射量を減量側に補正することはできないが、再度の筒内噴
射を行うことで、その総燃料噴射量を増量側に補正することは可能である。以下、そのよ
うな筒内噴射の実行が可能な時点の限界を「反映限界タイミング」と称す。
【００３５】
　そこで、本実施形態のシステムは、限界タイミングの後、反映限界タイミング以前に内
燃機関の負荷の変化、より具体的には、負荷の増加が認められた場合は、その負荷の増加
に見合った燃料補正量を再度の筒内噴射により噴射することとした。以下、このような筒
内噴射、つまり、噴射量算出タイミングの後に生じた負荷の増加に見合った燃料補正量を
その機関サイクル内で噴射するための筒内噴射を「増加時筒内噴射」と称す。
【００３６】
　図２（Ｂ）に示す例では、噴射量算出タイミングにおいてポート・筒内噴射が要求され
、その後、吸入行程中に負荷の増加が検知されている。この場合、負荷の増加が反映限界
タイミングより前に検知されるため、ECU４０は、増加時筒内噴射を行うことができる。
図２（Ｂ）中に「噴射量増量補正」として示したタイミングは、増加時筒内噴射により噴
射すべき補正燃料量をセットするタイミング、つまり、負荷の増加分に見合った補正燃料
量をセットするタイミングである。
【００３７】
　また、図２（Ｂ）に示すように、本実施形態では、圧縮行程中の所定の期間が、ポート
・筒内噴射が要求される機関サイクルでの「増加時筒内噴射期間」として定められている
。ECU４０は、内燃機関１０の運転状態に応じて、その増加時筒内噴射期間中の適当な時
点を増加時筒内噴射時期と決定する。そして、その増加時筒内噴射時期において、セット
済みの補正燃料量を噴射するべく増加時筒内噴射を実行する。以上の処理によれば、限界
タイミングの後、反映限界タイミング以前に内燃機関１０の負荷が増えた場合に、その負
荷の増加を、今回の機関サイクルで噴射される燃料の総量に反映させることができる。こ
のため、図２（Ｂ）に示す噴射パターンによれば、そのような負荷の増加が生じた場合に
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、優れたレスポンスを実現し、また、優れた空燃比制御精度を維持することができる。
【００３８】
　図２（Ｃ）は、噴射量算出タイミングにおいてポート噴射のみが要求された後、ポート
噴射期間中に内燃機関１０の運転負荷の増加が検知された場合の噴射パターンを説明する
ための図である。内燃機関１０の負荷変化がこのようなタイミングで検知された場合は、
その変化をポート噴射燃料量に反映することはできない。しかしながら、負荷の変化が増
加方向に生じている場合は、ポート噴射の後に増加時筒内噴射を行うことで、負荷の増加
に見合った補正燃料量を筒内噴射により補うことは可能である。
【００３９】
　図２（Ｃ）中に「噴射量増量補正」として示したタイミングは、検知された負荷の増加
分に見合った補正燃料量がセットされるタイミングである。また、図２（Ｃ）中に示す「
増加時筒内噴射期間」は、実質的には、図２（Ａ）における通常筒内噴射期間と同じ期間
である。つまり、本実施形態のシステムは、噴射量算出タイミングにおいてポート噴射の
みが要求され、かつ、その後、上述した限界タイミング以前に負荷の増加が検知された場
合には、増加時筒内噴射期間が、図２（Ａ）に示す通常筒内噴射期間と同様に設定される
。そして、ECU４０は、内燃機関１０の運転状態に応じて、その増加時筒内噴射期間中の
適当な時点を増加時筒内噴射時期と決定して増加時筒内噴射を実行する。
【００４０】
　以上の処理によれば、噴射量算出タイミングにおいてポート噴射のみが要求され、その
後、限界タイミング以前に負荷の増加が検知された場合に、ポート・筒内噴射が要求され
た場合と同じように、ポート噴射に続けて筒内噴射を行うことができる。このため、図２
（Ｃ）に示す噴射パターンによれば、ポート噴射のみが要求される状況下で負荷の増加が
生じた場合に、優れたレスポンスと、優れた空燃比制御精度とを実現することができる。
【００４１】
　図２（Ｄ）は、噴射量算出タイミングにおいてポート噴射のみが要求された後、吸入行
程の途中で運転負荷の増加が検知された場合、換言すると、通常筒内噴射を開始すべき時
期の後に運転負荷の増加が検知された場合の噴射パターンを説明するための図である。図
２（Ｄ）に示すように、この場合は、負荷変化（増加）が検知された直後に、「噴射量増
量補正」、つまり、負荷の増加分に見合った補正燃料量のセット処理が行われる。
【００４２】
　また、この場合は、「噴射量増量補正」が行われた後、反映限界タイミングの直前まで
の期間が「増加時筒内噴射期間」として設定される。そして、ECU４０は、内燃機関１０
の運転状態に応じて、その増加時筒内噴射期間中の適当な時点を増加時筒内噴射時期と決
定して増加時筒内噴射を実行する。
【００４３】
　以上の処理によれば、噴射量算出タイミングにおいてポート噴射のみが要求され、その
後、反映限界タイミング以前に負荷の増加が検知された場合に、ポート噴射燃料量による
不足分を筒内噴射で補うことができる。このため、図２（Ｄ）に示す噴射パターンによれ
ば、図２（Ｃ）に示すパターンの場合と同様、ポート噴射のみが要求される状況下で負荷
の増加が生じた場合に、優れたレスポンスと、優れた空燃比制御精度とを実現することが
できる。
【００４４】
［実施の形態１における具体的処理］
　ECU４０は、図３に示すルーチン、および図４に示すルーチンを実行することで上述し
た燃料噴射パターンを実現する。以下、それらのルーチンの内容を順に説明する。図３は
、ECU４０がポート噴射により噴射すべき燃料量、通常筒内噴射により噴射すべき燃料量
、および増加時筒内噴射により噴射すべき燃料量を算出するために実行する噴射量算出ル
ーチンのフローチャートである。
【００４５】
　図３に示すルーチンは、例えば１msec毎など、所定時間毎に起動される。このルーチン
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が起動されると、先ず、各種のセンサ出力に基づいて、内燃機関１０の運転状態、具体的
には、機関回転数NEおよび機関負荷が検出される（ステップ１００）。次に、現在のタイ
ミングが内燃機関１０の行程において如何なるタイミングであるかが検出される。具体的
には、現時点における内燃機関１０のクランク角CAが検出される（ステップ１０２）。
【００４６】
　次いで、検出されたクランク角CAに基づいて、現在のタイミングが噴射量算出タイミン
グ前であるか否かが判別される（ステップ１０４）。ECU４０は、増加時筒内噴射の実行
が可能な時点の限界、つまり、反映限界タイミングに相当するクランク角と、噴射量算出
タイミングに相当するクランク角とを記憶している。本ステップ１０４では、現在のクラ
ンク角とそれらのクランク角とを比較することで、現在のタイミングが、反映限界タイミ
ングの後、噴射量算出タイミング以前の期間に収まっているか否かが判別される。そして
、その条件が成立する場合に、「噴射量算出タイミング前」との判別がなされる。
【００４７】
　上記ステップ１０４において、「噴射量算出タイミング前」との判別がなされた場合は
、次に、現時点での運転状態に適合するポート噴射燃料量と、筒内噴射燃料量（の基準値
）とが算出される（ステップ１０６）。本ステップ１０６の処理が終了すると、以後、速
やかに今回のルーチンが終了される。以上の処理が繰り返し実行されると、噴射量算出タ
イミングにおいては、ポート噴射燃料量および筒内噴射燃料量の基準値が、その時点での
運転状態に適合する値として算出されることとなる。
【００４８】
　図３に示すルーチン中、上記ステップ１０４において「噴射量算出タイミング前」の判
別が否定された場合は、次に、噴射量算出タイミングにおける要求が、ポート噴射のみで
あったか否かが判別される（ステップ１０８）。その結果、今回の機関サイクルに対する
要求がポート噴射のみでないと判別された場合は、噴射量算出タイミングにおいてポート
・筒内噴射が要求されていたと判断することができる。この場合は、次に、現在のタイミ
ングが限界タイミング前であるか否かが判別される（ステップ１１０）。
【００４９】
　上記ステップ１１０において、「限界タイミング前」の判断が肯定された場合は、内燃
機関１０の負荷変化を通常筒内噴射により噴射する燃料量に反映させ得ると判断できる。
この場合、先ず、噴射量算出タイミングでの負荷に対して現在の負荷が増大しているか否
かが判別される（ステップ１１２）。本ステップ１１２では、具体的には、スロットル開
度に有意な増加が認められる場合に負荷の増大が認められる。負荷の増大が認められた場
合は、通常筒内噴射による燃料噴射量が増量補正される（ステップ１１４）。
【００５０】
　上記ステップ１１２において、負荷の増大が認められなかった場合は、次に、噴射量算
出タイミングでの負荷に対して現在の負荷が減少しているか否かが判別される（ステップ
１１６）。本ステップ１１６では、具体的には、スロットル開度に有意な減少が認められ
る場合に負荷の減少が認められる。負荷の減少が認められた場合は、通常筒内噴射による
燃料噴射量が減量補正される（ステップ１１８）。一方、負荷の減少が認められなかった
場合は、以後速やかに今回のルーチンが終了される。
【００５１】
　上記ステップ１０８において、噴射量算出タイミングにおける要求がポート噴射のみで
あったと判別された場合、および、上記ステップ１１０において、現在のタイミングが既
に限界タイミングを過ぎていると判別された場合は、それらのステップに続いて、増加時
筒内噴射の必要性が判断される。具体的には、噴射量算出タイミングでの負荷（スロット
ル開度）に対して現在の負荷（スロットル開度）が有意に増大しているか否かが判別され
る（ステップ１２０）。
【００５２】
　上記の判別の結果、負荷の増大が認められた場合は、増加時筒内噴射により噴射すべき
補正燃料量の演算処理が行われる（ステップ１２２）。一方、ステップ１２０において負
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荷の増大が認められなかった場合は、増加時筒内噴射の実行が不要であると判断され、噴
射燃料を増量するための処理が行われることなく、今回のルーチンが終了される。
【００５３】
　以上説明した噴射量算出ルーチンによれば、噴射量算出タイミングにおいて、その時点
の運転状態に適合するポート噴射燃料量、および筒内噴射燃料量の基準値を算出すること
ができる。また、ポート・筒内噴射が要求されている状況下で、限界タイミング以前に負
荷の変化が検知された場合は通常筒内噴射により噴射される燃料量に増減を施し（図２（
Ａ）参照）、限界タイミング後に負荷の増加が検知された場合は増加時筒内噴射により噴
射すべき補正燃料量を算出することができる（図２（Ｂ）参照）。更に、ポート噴射のみ
が要求されている状況下では、噴射量算出タイミング後の負荷の増加に見合った補正燃料
量を増加時筒内噴射により噴射すべき燃料として算出することができる（図２（Ｃ）およ
び図２（Ｄ）参照）。
【００５４】
　図４は、図３に示すルーチンにより算出された燃料量を現実にポート噴射或いは筒内噴
射するためにECU４０が実行するルーチンのフローチャートである。図４に示すルーチン
は、その処理が終了する毎に繰り返し起動されるルーチンである。このルーチンが起動さ
れると、先ず、各種のセンサ出力に基づいて、機関回転数NEおよび機関負荷が検出される
（ステップ１３０）。
【００５５】
　次いで、機関回転数NEおよび機関負荷に基づいて、ポート噴射時期と通常筒内噴射時期
とが設定される（ステップ１３２，１３４）。次に、現在のクランク角CAに基づいてポー
ト噴射時期が到来したか否かが判別される（ステップ１３８）。その結果、ポート噴射時
期の到来が判定されると、ポート噴射のための処理が実行される（ステップ１３８）。こ
こでは、具体的には、図３に示すルーチンにより算出されたポート噴射燃料量が噴射され
るようにポート噴射用インジェクタ２８を駆動する処理が行われる。
【００５６】
　次に、通常筒内噴射の要求が生じているか否かが判別される（ステップ１４０）。本ス
テップ１４０では、図３に示すルーチンにより、通常筒内噴射で噴射すべき燃料量にゼロ
でない値が与えられている場合に、つまり、噴射量算出タイミングにおいて算出された筒
内噴射燃料量の基準値（上記ステップ１０６参照）に、ゼロでない値が与えられている場
合に、通常筒内噴射の要求が生じていると判断される。
【００５７】
　上記ステップ１４０において、通常筒内噴射の要求が認められないと判別された場合は
、後述するステップ１４２および１４４の処理がジャンプされる。一方、通常筒内噴射の
要求が認められると判別された場合は、先ず、現在のクランク角に基づいて通常筒内噴射
時期が到来したか否かが判別される（ステップ１４２）。
【００５８】
　その結果、通常筒内噴射時期の到来が判定されると、通常筒内噴射により噴射すべき燃
料量を筒内噴射用インジェクタ２２から噴射させるための処理が実行される（ステップ１
４４）。具体的には、図３に示すルーチン中、上記ステップ１０６、１１４および１１８
の何れかで算出された筒内噴射燃料量の最新値を噴射させるべく筒内噴射用インジェクタ
２２を駆動する処理が行われる。
【００５９】
　図４に示すルーチンでは、次に、増加時筒内噴射の要求が生じているか否かが判別され
る（ステップ１４６）。本ステップ１４６では、図３に示すルーチン中、ステップ１２２
の処理により増加時筒内噴射で噴射すべき燃料量が算出されている場合に増加時筒内噴射
の要求が生じていると判断される。
【００６０】
　増加時筒内噴射の要求が認められた場合は、上記ステップ１２２において算出された補
正燃料量を筒内噴射するべく、筒内噴射用インジェクタ２２が駆動される（ステップ１４



(11) JP 4134910 B2 2008.8.20

10

20

30

40

50

８）。一方、増加時筒内噴射の要求が認められないと判別された場合は、現在のクランク
角に基づいて、現在のタイミングが反映限界タイミング前であるか否かが判別される（ス
テップ１５０）。
【００６１】
　現在のタイミングが反映限界タイミング前であると判別された場合は、今回の機関サイ
クル中に増加時筒内噴射の要求が生ずる可能性が残されているため、再び上記ステップ１
４６の処理が実行される。そして、増加時筒内噴射の要求が生ずることなく反映限界タイ
ミングが到来すると、ステップ１５０の判定が否定され、今回のルーチンが終了される。
【００６２】
　以上説明したように、図４に示すルーチンによれば、通常筒内噴射の実行が要求されて
いる場合には、ポート噴射に次いで通常筒内噴射を行うことができる。図３に示すルーチ
ンによれば、通常筒内噴射の開始時点では、そこで噴射すべき燃料量に負荷の変動が反映
されている。このため、本実施形態のシステムによれば、図２（Ａ）に示す噴射パターン
を実現することができる。
【００６３】
　また、本実施形態のシステムによれば、ポート噴射および通常筒内噴射を実行した後、
反映限界タイミングが到来するまでに機関負荷の増加が検知されると、その増加に見合っ
た補正燃料量が図３中ステップ１２０において算出される。そして、このようにして補正
燃料量が算出されると、図４に示すルーチンにより、その補正燃料量を噴射するための増
加時筒内噴射が実行される。このため、本実施形態のシステムによれば、図２（Ｂ）に示
す噴射パターンを実現することができる。
【００６４】
　更に、本実施形態のシステムによれば、噴射量算出タイミングにおいてポート噴射のみ
が要求されていた場合には、図４に示すルーチンにより、通常筒内噴射の必要性が否定さ
れ、ポート噴射の後、即座に増加時筒内噴射の必要性を判断し始めることができる。そし
て、この場合も、反映限界タイミングが到来するまでに機関負荷の増加が検知されると、
その増加に見合った補正燃料量が図３中ステップ１２０において算出され、図４に示すル
ーチンにより、その補正燃料量を噴射するための増加時筒内噴射を実行することができる
。このため、本実施形態のシステムによれば、図２（Ｃ）および図２（Ｄ）に示す噴射パ
ターンを実現することができる。
【００６５】
　以上説明した通り、本実施形態のシステムによれば、噴射量算出タイミングにおいて要
求された噴射パターン、および、その後に負荷の変化が検知されたタイミングに応じて、
図２（Ａ）乃至図２（Ｄ）に示す噴射パターンを、適宜選択的に実現することができる。
その結果、本実施形態のシステムによれば、負荷に変化に対して優れたレスポンスを示し
、かつ、常に優れた精度で空燃比を制御することのできる内燃機関１０を実現することが
できる。
【００６６】
　ところで、上述した実施の形態１においては、内燃機関１０の負荷変化が認められた場
合に、その負荷変化に見合った補正を燃料噴射量に施し、レスポンスの向上と共に空燃比
の制御精度向上をも実現することとしているが、燃料噴射量の補正の仕方はこれに限定さ
れるものではない。例えば、負荷の増加が検出された場合に、レスポンスの向上を重視し
て、意図的に空燃比をリッチにするような補正を行っても良い。
【００６７】
　尚、上述した実施の形態１においては、ECU４０が、上記ステップ１００の処理を実行
することにより前記第１の発明における「運転負荷検知手段」が、上記ステップ１０６の
処理を実行することにより前記第１の発明における「噴射量算出手段」が、上記ステップ
１３８の処理を実行することにより前記第１の発明における「ポート噴射制御手段」が、
上記ステップ１１４，１１８および１２２の何れかを実行することにより前記第１の発明
における「燃料補正量算出手段」が、上記ステップ１４４および１４８の少なくとも一方
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を実行することにより前記第１の発明における「筒内噴射制御手段」が、それぞれ実現さ
れている。
【００６８】
　また、上述した実施の形態１においては、ECU４０が、上記ステップ１１４および１１
８の少なくとも一方を実行することにより前記第２の発明における「通常筒内噴射量補正
手段」が、上記ステップ１２２の処理実行することにより前記第３の発明における「筒内
噴射増量手段」が、それぞれ実現されている。
【００６９】
　また、上述した実施の形態１においては、噴射量算出タイミングにおいてポート噴射の
みが要求されている状況下で、ECU４０が、上記ステップ１２２の処理を実行することに
より前記第４の発明における「増加時筒内噴射手段」が実現されている。
【００７０】
実施の形態２．
　次に、図５および図６を参照して、本発明の実施の形態２について説明する。本実施形
態のシステムは、実施の形態１の場合と同様のハードウェア構成を有している。つまり、
本実施形態のシステムは、実施の形態１の場合と同様に、筒内噴射用インジェクタ２２と
ポート噴射用インジェクタ２８の双方を備えている。
【００７１】
［実施の形態２の特徴］
　内燃機関１０において、ポート噴射用インジェクタ２８から噴射された燃料は、ある程
度の輸送遅れを伴って筒内に吸入される。このため、機関負荷の変化に対して、ポート噴
射燃料量を増減させても、吸気ポート１２から筒内に流入する燃料量には、その増減が即
座には反映されない。その結果、負荷が増大する過渡時においては、吸気ポート１２から
筒内に流入する燃料量が理想値に対して不足する減少が生じ、一方、負荷が減少する過渡
時においては、吸気ポート１２から筒内に流入する燃料量が理想値に対して過剰となる減
少が生ずる。
【００７２】
　これに対して、筒内噴射用インジェクタ２２から噴射される燃料は、輸送遅れを伴うこ
となく筒内に提供される。このため、吸気ポート１２から筒内に流入する燃料量が不足す
る場合に、その不足分を補うように筒内噴射燃料量を増量し、また、吸気ポート１２から
筒内に流入する燃料量が過剰となる場合に、その過剰分が相殺されるように筒内噴射燃料
量を減量することとすれば、過渡時においても、機関サイクル毎の総燃料噴射量を理想的
な値に制御することが可能である。
【００７３】
　図５は、上記の機能を実現するために、本実施形態において用いられる筒内噴射燃料量
の算出手法を説明するためのタイミングチャートである。より具体的には、図５（Ａ）は
負荷変化に対応する総噴射量の要求値の波形を示す。また、図５（Ｂ）は、その要求値の
変化に対するポート噴射量の波形を示す。そして、図５（Ｃ）は、総噴射量の要求値の変
化に追従して筒内噴射量に生ずるべき変化（破線）と、その変化に、更に燃料の輸送遅れ
の影響を排除するための補正燃料量を重畳させた場合の波形（実線）とを示す。
【００７４】
　吸気ポート１２から筒内に流入する燃料量には、総噴射量の要求値が変化した直後にお
いて最も大きく輸送遅れの影響が生ずる。そして、輸送遅れの影響は、その変化が生じた
後時間が経過するに伴って小さくなる。このため、本実施形態のシステムは、図５（Ｂ）
に示すように、総噴射量の要求値に変化が生じた時点で筒内噴射量に最大の補正燃料量を
重畳させ、その後、時間の経過に伴って、その補正燃料量を徐々に小さくすることとして
いる。
【００７５】
［実施の形態２における具体的処理］
　図６は、上記の機能を実現するために、本実施形態においてECU４０が実行する一連の
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処理のフローチャートである。ここに示す一連の処理は、図３に示すルーチンにおいて、
ステップ１０６の処理に代えて実行されるべき処理である。すなわち、図６に示す処理は
、図３に示すルーチン中、ステップ１０４において、現在のタイミングが「噴射量算出タ
イミング前」であると判別された場合に実行されるべき処理である。
【００７６】
　図６に示す一連の処理では、先ず、現時点での運転状態に基づいて、総噴射量要求値が
算出され、更に、その要求値を所定の比率で分配することにより、ポート噴射燃料量QＰ
と、筒内噴射燃料量の基準値QＤＢとが算出される（ステップ１６０）。次に、前回のル
ーチンで算出された総噴射量要求値に対して、今回算出された総噴射量要求値に急増が生
じているか（所定値以上の増加が認められるか）が判別される（ステップ１６２）。
【００７７】
　その結果、総噴射量要求値の急増が認められた場合は、機関負荷が急増したことを表す
べく、要求増フラグがONとされる一方、要求減フラグがOFFとされる（ステップ１６４）
。この場合、更に、過渡期の始点であることに対応させて、補正カウンタCがクリアされ
る（ステップ１６６）。
【００７８】
　これに対して、上記ステップ１６２の判別が否定された場合は、次に、前回のルーチン
で算出された総噴射量要求値に対して、今回算出された総噴射量要求値に急減が生じてい
るか（所定値以上の減少が認められるか）が判別される（ステップ１６８）。その結果、
総噴射量要求値の急減が認められた場合は、機関負荷が急減したことを表すべく、要求減
フラグがONとされる一方、要求増フラグがOFFとされる（ステップ１７０）。更に、この
場合も、過渡期の始点であることから、補正カウンタCをクリアすべく、上記ステップ１
６６の処理が実行される。
【００７９】
　一方、上記ステップ１６８において、総噴射要求量に急減が認められないと判別された
場合は、要求増フラグおよび要求減フラグの状態が、並びに補正カウンタCの計数値が維
持されたまま、ステップ１７２以降の処理が行われる。ステップ１７２では、補正カウン
タCの計数値がインクリメントされる。以上の処理によれば、補正カウンタCには、総噴射
要求量に急激な変化が生じた後の経過時間が計数されることになる。
【００８０】
　図６に示す処理では、次に、ポート噴射された燃料の輸送遅れの影響を排除するための
輸送遅れ補正値ΔQ(c)が算出される（ステップ１７４）。輸送遅れ補正値ΔQ(c)は、総噴
射要求量に生じた変化の大きさと、補正カウンタCとの関数である。具体的には、ECU４０
は、補正カウンタCの計数値が「１」であるタイミング、つまり、上記ステップ１６２お
よび１６８において総噴射要求値の急変が判別された直後のタイミングでは、そこで検知
された要求値の変化の大きさに基づいて輸送遅れ補正値ΔQ(c)の初期値を算出する。この
初期値は、要求値の変化が大きいほど大きな値とされる。
【００８１】
　ECU４０は、また、補正カウンタCに「１」より大きな値が計数されている場合は、本ス
テップ１７４において、上記の初期値に減衰係数kを掛け合わせることにより輸送遅れ補
正値ΔQ(c)を算出する。減衰係数kは、その初期値が「１．０」であり、下限値「０」に
達するまで、補正カウンタCの増加に伴ってほぼ一定の割合で小さな値に更新される。そ
の結果、輸送遅れ補正値ΔQ(c)は、総噴射量要求値に急激な変化が生じた後、時間の経過
に伴って徐々に「０」まで減少する。
【００８２】
　輸送遅れ補正値ΔQ(c)が算出されると、次に、要求増フラグがONであるか否かが判別さ
れる（ステップ１７６）。要求増フラグがONであると判別された場合は、輸送遅れの影響
が、筒内に流入する燃料を不足させる方向に生じていると判断できる。このため、この場
合は、筒内噴射量基準値QＤＢに、輸送遅れ補正値ΔQ(c)を加えた値が、通常筒内噴射に
より噴射されるべき燃料量QＤとして算出される（ステップ１７８）。
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　一方、上記ステップ１７６の処理により、要求増フラグがONでないと判別された場合は
、輸送遅れの影響が、筒内に流入する燃料を過剰とする方向に働いていると判断できる。
このため、この場合は、筒内噴射量基準値QＤＢから輸送遅れ補正値ΔQ(c)を減じた値が
、通常筒内噴射により噴射されるべき燃料量QＤとして算出される（ステップ１７８）。
【００８４】
　本実施形態のシステムでは、図６に示す手順で算出された値が、ポート噴射により噴射
すべき燃料量（ポート噴射燃料量）、および通常筒内噴射により噴射すべき燃料量（筒内
噴射燃料量の基準値）として取り扱われる（図３参照）。そして、以上説明した通り、図
６に示す一連の処理によれば、ポート噴射された燃料の輸送遅れの影響を相殺するように
、つまり、図５（Ｃ）中の実線に沿った値となるように、筒内噴射燃料量の基準値が算出
される。このため、本実施形態のシステムによれば、実施の形態１のシステムが有する効
果に加えて、燃料の輸送遅れに起因する噴射量制御の精度悪化を有効に阻止し得るという
効果をも得ることができる。
【００８５】
　尚、上述した実施の形態２においては、ECU４０が、上記ステップ１７４の処理を実行
することにより前記第５の発明における「ポート燃料差推定手段」が、上記ステップ１７
８および１８０の処理を実行することにより前記第５の発明における「基準値補正手段」
が、それぞれ実現されている。
【図面の簡単な説明】
【００８６】
【図１】本発明の実施の形態１の構成を説明するための図である。
【図２】本発明の実施の形態１のシステムにおいて用いられる燃料噴射のパターンを説明
するための図である。
【図３】本発明の実施の形態１において実行される噴射量算出ルーチンのフローチャート
である。
【図４】本発明の実施の形態１において実行される燃料噴射ルーチンのフローチャートで
ある。
【図５】本発明の実施の形態２における筒内噴射燃料量の算出手法を説明するためのタイ
ミングチャートである。
【図６】本発明の実施の形態２において、図３におけるステップ１０６に代えて実行され
る一連の処理を説明するためのフローチャートである。
【符号の説明】
【００８７】
１０　内燃機関
１２　吸気ポート
２２　筒内噴射用インジェクタ
２８　ポート噴射用インジェクタ
４０　ECU(Electronic Control Unit)
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【図３】 【図４】
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